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づくり教養 

講義内容： 

 １．経済格差の分断：ギリシャ危機、ユーロ危機 

  ドイツのシンクタンクによるＥＵ加盟の 10カ国市民 10,000人対象のアンケート 

調査結果  

加盟で恩恵・・・７１％ 

                    変わらない・・・ ９％ 

                    やや強く否定・  20％ 

 

     地域全体を分断、ドイツのメルケル首相の支持率が下がる 

 ギリシャの財政破たん 2871億ユーロに対し、ＥＵは財政支援を 8年間継続。今年終了 

ギリシャの失業率 19％、累積債務はＧＤＰの 179％で危機の構造は変わらず、失業者への手

当など各国の経済政策がうまく機能していない。 

 グローバル経済で、富める国はさらに富み、格差に苦しむ国は矛盾が深まる。 
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 ２．ＥＵ連邦（欧州連邦）と国家主権、ＥＵ官僚への反発 

  2005年ＥＵ憲法への可否を問う国民投票ではフランス 58％、オランダ 61％で否決。 

 リスボン条約で修正。各国の主権が侵されるという反発をなくすことが難しい。 

 

３．国家主権と移眠・難民問題：イギリスのＥＵ離脱 

 2016 年 6 月イギリスは国民投票でＥ

Ｕ離脱決定。「貿易は自由に、移民は制

限」ＥＵ加入当初よりユーロに入らず。

現在、加盟国全体の 19 カ国が加入して

いる。 

 2017 年 3 月ＥＵと離脱条件交渉始ま

る。協議は難航。様々に取りざたされて

いるが、移  

民問題とすでに自国民になっている

人々が単純労働の担い手になっている

矛盾、分断構造に注目。 

＊ＥＵ離脱ドミノにならないのはなぜ

か・・・域内の政治・社会的平和の追求、経済的な自由に着目すると加盟のメリットが大き

い。さらに、東欧諸国はＥＵの加盟を目指している。 

（高速度統合構想）歴史的にはビザンチン帝国の影響が残る、ｎａｔｉｏｎ重視。 

 

４．席巻するポピュリズムという妖怪が、ＥＵを脅かす 

 2017 年、2018 年のオランダ、フランス、ドイツ、オーストリア、イタリア、スエ―デン

の各国で、軒並み反移民・難民、反ＥＵを掲げたポピュリズム勢力が台頭した。 

 特に、ドイツではメルケル首相の支持率が低下し、ＥＵの原加盟国のリーダーとして危ぶ

まれる。政党党首は辞任。 

 グローバル化による社会分断、難民革命―ナショナリズムへ回帰 

 大戦後の民主主義、人道・連帯のＥＵの理想は、国家主義に潰えてしまうのか。 

 ハンガリーの国境閉鎖・・・難民簿流入を阻止、ＥＵ法より自国憲法が優位 

 ポーランド・・・ドイツに対し巨額な損害賠償、司法介入、反ＥＵ政権。 

 

５．終わりに 

 シリア内戦などで大勢の難民、ＥＵ加盟国から経済的な豊かさを求めて多くの移民が国境

を越えてくる事態に、教育・福祉など財政的な負担増、テロ・犯罪発生への不安も大きく、
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自国回帰、ナショナリズムが広がっている。関税同盟、単一市場に対しては評価しているが

ＥＵの加盟国の拡大による再生を図ることができるか。 

 日本でも労働力不足から都合のいい、雇用条件で外国人労働者を受け入れようとしている

が、ＥＵ各国の事例から多く学ぶことは大きい。 

質疑から 

・グローバル化で問題解決。グロ－バル経済の本質は資本の拡大、利益追求にある、ＥＵ経

済との違い。 

・自国の矛盾を解決している加盟国例は。 

・イギリスのＥＵ離脱と日本への影響は。 
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講座レジメ 
 

第三回 EU は生き残れるか？ その未来は・・・。 

                              8･10･20 堀江則雄 

 

Ⅰ、経済格差の分断：ギリシャ危機、ユーロ危機 

＊８年間の財政金融支援終結。財政破綻へ 2871億ユーロ。失業率 19％、累積債務対 GDP179％。

危機の構図変わらず。グローバル経済による分断。（略） 

 

Ⅱ、国家主権；“欧州連邦”、EU官僚支配への反発 

＊2005年 EU憲法、フランス（58％）、オランダ（61％）の国民投票で否決。リスボン条約で

修正。首脳会議常任議長、「外交安保上級代表、」EU理事会の決定緩和、全会一致→特別過半

数。“欧州連邦化”へ一歩。国家主権からの反発。 

 

Ⅲ、国家主権と移民・難民問題：英国の EU離脱 

＊16年６月国民投票で EU離脱決定。“貿易は自由、移民は制限”、Nation重視。 

＊17 年３月、EU 英国の離脱条件交渉開始。①未払い分担金、離脱費②英国アイルランド国

境問題③在英 EU市民、在 EU英国市民の問題。この後「通商問題」へ、協議難航。＊19年３

月無秩序離脱の可能性。再度の国民投票、総選挙も、交渉延期か。＊国内社会分断と移民問

題 

＊EU離脱ドミノとならず――なぜか？ 

 

Ⅳ、席捲するポピュリズムという妖怪 

＊17年、18年の各国選挙での反移民・難民、反 EUポピュリズム勢力の台頭。 

＊オランダ（17年３月自由党第２党）、フランス（同５月国民戦線ルペン 38％）、ドイツ（同

9月「独のための選択肢」12％）、オーストリア（10月自由党第２党）、イタリア（18年 6月

「同盟」「五つの星」が政権）、スウェ-ーデン（９月民主党 19％）。 

＊グローバル化による社会分断、“難民革命”→Nationへの回帰。民主主義・人堂・連帯と

国家主権。 

＊ハンガリー、ポーランドの“反乱”。ハンガリー：難民に国境閉鎖、EU 法より自国憲法優

位。ポーランド：独へ巨額賠償要求、司法介入、反 EU政権。 

 

＜終わりに＞ 

＊反 EU派も関税同盟や単一市場評価。“多速度統合”構想も。EU再生なるか。 

 

＜参考＞イワン・クラステフ著『アフター・ヨーロッパ』岩波書店、18年 8月 
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